
別添１ 

小規模案件用「終了時評価表」 

１. 案件の概要 

国名：フィリピン 案件名：ARMM 政府行政能力向上プロジェクト 

分野：行政 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：フィリピン事務所  協力金額（評価時点）：0.95 億円 

協力 

期間 

2004 年 12 月～2007 年 3 月 先方関係機関：ARMM 自治区 

 日本側協力機関：なし 

 他の関連協力：ARMM 地域支援アドバイザー 

１-１ 協力の背景と概要 

1996 年に締結された比国政府とモロ民族解放戦線（MNLF）との間の和平合意、2001 年の ARMM

拡大の住民投票を経て、現在のムスリム・ミンダナオ自治行政区（ARMM:マギンダナオ、ラナオ

デルスル、タウイタウイ、スルー、バシランの 5 州とマラウィ市により構成1）が設置された。約

280 万人が生活する同地域は、長期にわたる武力紛争の影響で、同国中で最も社会経済発展が立

ち遅れた状況にあり、貧困人口比率は 63％と全国平均（34％）を大きく上回る状況にある。本格

的な復興・開発が遅れている原因としては、MNLF から分派したモロ＝イスラム解放戦線(Moro 

Islamic Liberation Front, MILF)と政府との和平合意が締結されていないこと、各種インフラの

未整備等が指摘されているが、何よりも自治の権限を委譲された自治政府の能力不足が問題とな

っている。長年の紛争による業務の停滞によって、自治政府職員自身が基本的な行政・事務能力

をもっていないこと、元 MNLF 兵士の自治政府職員への政策的統合がなされたにもかかわらず、

彼らに対して十分な研修、技術移転が図られていないことが主要な原因の一つとしてあげられて

いる。 

上記を踏まえ、自治区が委譲された行政権限を適切に執行するために、自治区職員の能力向上が

必要とされており、自治区内の各組織における各層の職員に研修の機会を与え、研修参加者の行

政能力を向上させることにより、行政管理、行政実務処理が効果的に行われることを目的に支援

を実施した。 

 

１-２ 協力内容 

（１）上位目標 

ARMM 自治政府において効率的な行政管理が行われる。 

（２）プロジェクト目標 

自治政府の各組織において、行政管理、行政実務の質的向上が図られる。 

（３）成果 

成果 1： ARMM 自治政府職員が行政業務にかかる業務姿勢（Attitude）、知識（Knowledge）、

技能（Skill）を習得し、アクションプランが作成される。 

成果 2：上述の研修とこれを補完する調査を通じて、行政改善報告書が作成される。 

＊投入実績、プロジェクト活動実績は、別添参照 

                                            
1
 2006 年にマギンダナオ州が分割、シャリフ・カブンスアン州が設立され、6 州・1 市となった。 



２. 評価 

（１）妥当性 

以下により本プロジェクトはフィリピン国、ARMM 自治区のニーズに合致しており、妥当性は

高かった。 

 フィリピンの政策との整合性： 

アロヨ政権は、「ミンダナオの平和と開発」を重点政策に掲げ、MILF との和平交渉、同島南西

部の開発を重点施策として位置づけている。 

 日本の援助政策との整合性 

・ 改訂中の国別援助計画においても、「ミンダナオの平和と安定」は、3 重点開発課題の一

つである。また、上述のとおり、「（ARMM 自治区の）政策立案・実施に対する支援」は、

ミンダナオ支援パッケージの 3 重点分野の一つである。 

・ JICA 国別事業実施計画においても、「ミンダナオの平和と開発」は重点開発課題であり、

「ミンダナオにおける平和と開発への支援プログラム」において、「ARMM 地域における

自治政府及び地域内の地方自治体の行政能力向上」を重点支援分野としている。 

 手段としての適切性 

・ 自治政府の行政能力の不足は、同地域の復興・開発の障害となっており、自治の行政制度

の未整備に加えて、個々の職員の能力向上は緊急的な課題である。MILFとの最終和平合

意後の同地域の統治形態は極めて流動的であるが、ARMM 自治区の中堅行政官は引き続

き同地域の行政の中核を担うものであり、これら人材の育成の必要性は、統治形態の変動

にかかわらず、重要な課題である。 

・ アクションプラン作成を含む研修を実施したが、ARMM 自治区の不安定な権限・財源不

足もあり、その実現には困難が伴うものが多かった。また、当初計画にあった行政改善報

告書については、他ドナー等による類似の調査分析が多かったことから、アクションプラ

ン及び短期専門家の活動の中で、ARMM 自治区の行政及び各分野の課題を分析すること

とした。その情報の一部は、同自治区の行政に活用されただけではなく、最終年度にはそ

の集大成として、自治区の長年の懸案であった「行政規程（Administrative Code）」制定

につながり、研修の中で確認された自治区の行政課題が反映されることとなった。 



（２）有効性 

・ 中央政府（リージョンレベル中心）、出身母体（元 MNLF、伝統的ムスリム支配層、職業行政官）

と、学歴、行政経験も異なる自治政府幹部・職員に対し、行政管理の基礎理論を習熟させると

いう第一義的な目的は達成したといえる。研修員の自己評価、短期専門家による評価でも、研

修プログラムに対する評価は高く、行政管理の理論の基礎知識の習熟に加え、職員の意識の

向上が確認されている。 

・ ARMM 自治区の政治的な背景、プロジェクト期間途中（2005 年）の政権交替の影響もあり、政

治的任命者である前政権下の幹部クラスから離職者を多く出す、また、新政権発足直後は研修

員選定プロセスが混乱し、研修者資格要件を満たさない職員の参加も確認された。しかしなが

ら、3 年目では、選考委員会の設置等により、プロジェクト実施体制が改善され、適切な研修員

が選定されるようになった。 

・ 3 年目からは、新政権下の幹部クラスへの研修が一巡し、また離職の問題を回避するため、中

堅管理クラスに特化することにした2。また、自治区新政権の行政優先 5 課題（Economic 

Development, Development Administration and Governance, Social Development、

Infrastructure Development, Peace, Public Order and Security）ごとに研修コースを立

案し、行政一般から優先課題における行政上の問題分析に着手することができた。 

・ 上記の制約もあり、個々の職員レベルの行政管理の理論面での能力向上は達成されたが、

ARMM 自治区の組織編制の問題もあり、組織レベルの能力向上は達成途上である。但し、

この自治に即した行政制度・組織形成に取り組むため、プロジェクトの中で

Administrative Code の編纂への支援を行ったことは、極めて有効性が高い活動の一つで

あった。 

・ ARMM 自治区の行政能力向上、職員の人材育成は中長期的な取り組みが必要であり、今

後は、本プロジェクトを通じて会得した行政管理の理論を基礎として、個々のセクター実

務に関する知識・技術の習得が必要といえる。 

（３）効率性 

 日本側投入： 

・ プロジェクト途中には、ARMM 自治区の政権交替により、上記のとおり問題が発生し、

プロジェクト計画の見直しを行い、研修計画の遅れが発生した。しかしながら、短期専門

家及び研修委託先による政権交替によるプロジェクトへの影響への対応に関する提言を

受けて、プロジェクト後半は順調に活動が実施された。 

・ 現地国内研修委託先の主任講師は、ARMM 自治区の行政分野での豊富な活動経験に基づ

き、研修計画立案・見直し、運営及びフォローを行い、新政権下でも ARMM 自治区の信

頼を得たことにより、円滑にプロジェクトが実施された。 

 フィリピン側投入：ARMM 自治区の政権交替により、カウンターパートの再編成を行う必

要が生じ、活動の阻害要因となった。 

                                            
2
 初級者の文書管理・コンピュータ研修を想定していたが、プロジェクト途中の短期専門家のレビューにより、その有効性を再検

証し、対象外とすることとした。 



３．特記事項 

 地方政治の影響を念頭においたプロジェクト計画立案及び運営体制の構築：長年の紛争に加

えて、地縁・血縁主義に代表される伝統的支配者層の影響など、ARMM 自治区の行政は政

治の影響が大きい。本プロジェクトの途中でも知事選挙による政権交替のプロジェクトへの

影響が生じ、短期専門家及び研修委託先からの提言を受け、研修内容及び研修対象者、実施

体制を見直した。同地域では引き続きこのような状況が続くことが予測されるため、同地域

の政治及び伝統・文化には配慮しつつも、客観的かつ透明な研修員選定プロセスの確立、政

策の変更の影響の少ない分野の選択、プロジェクト運営体制の強化等に留意していく必要が

ある。 

 研修ニーズ分析の必要性：長年の紛争、その不明確な権限と財源から、行うべき行政事務・

事業が十分に実施されていない、又は地方自治体との役割分担ができていないという状況に

あり、業務に基づいた研修ニーズ分析が非常に困難である。しかしながら、3 年次で実施し

たように、フォーカスグループディスカッション等を通じ、各機関での課題を聴取していく

ことにより、具体的な行政課題に即した研修を実施することができた。また、研修を実施し

ながら、Administrative Code の不備という、ARMM 自治区の深刻な課題への対応という

ニーズを発掘し、研修に取り込んでいくことができた。このように、研修計画及びそのモニ

タリングの過程で、ニーズ分析･把握に配慮していくことが重要であり、その体制を整備す

る必要がある。 

４．添付書類 

・専門家業務完了報告書 

 


